
（別記３） 

乳業工場機能強化事業 

第１ 事業の概要 

本事業においては、乳業の国際競争力や生乳の生産基盤の維持・強化を図るた

め、乳製品工場（乳製品（乳及び乳製品の成分規格等に関する省令（昭和 26 年

厚生省令第 52 号）第２条第 12 項に規定する乳製品をいう。以下同じ。）及び乳

製品の製造に伴って生産されるもの又はその構成要素を抽出したものを製造す

る工場をいう。以下同じ。）において製造されている乳製品のうち、ハード系チー

ズや脱脂粉乳等の輸入品との競合が想定される品目から、ソフト・フレッシュ系

チーズや生クリーム等の今後の需要が見込まれる品目への製造転換に必要な施

設・設備等の廃棄及び整備を実施できるものとする。 

第２ 事業の実施基準等 

１ 事業実施主体が、自己資金若しくは他の助成により本事業を実施中であり、又

は既に終了しているものについては、本事業の補助の対象外とする。 

２ 補助対象事業費は、本事業の実施地域の実情に即した適正な現地実効価格によ

り算定するものとし、施設等の整備の規模については、それぞれの目的に合致す

るものでなければならないものとする。 

また、事業費の積算等については、「補助事業の厳正かつ効率的な実施につい

て」（平成 19 年９月 21 日付け 19 経第 947 号農林水産省大臣官房長通知）及び

「過大精算等の不当事態の防止について」（昭和 56 年５月 19 日付け 56 経第 897

号農林水産省大臣官房長通知）によるものとする。 

３ 第１の補助の対象となる機械・器具・設備等は新品に限るものとし、既存の機

械・器具・設備等の代替として同種・同能力のものを再度導入すること（いわゆ

る更新）については、本事業の補助の対象外とする。 

４ 施設の整備に伴う用地の買収若しくは賃借に要する経費又は補償費について

は、 本事業の補助の対象外とする。 

第３ 応募主体の要件 

応募主体は、農業協同組合、農業協同組合連合会及び乳製品製造を行う食品事

業者であって、次に掲げる要件を全て満たす者をいう。 

１ 応募主体が施設等の管理及び運営に当たり、適切に収支計画を作成し、収支の

均衡が取れていること。 

２ 応募主体において、自己負担分の適正な資金調達と償還計画が作成されており、



かつ、その計画が確実に実行されると見込まれること。 

 

第４ 採択要件 

採択要件は、次に掲げる要件を全て満たすものとする。なお、事業実施主体の

構成員が環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活

動の促進等に関する法律（令和４年法律第 37 号）に基づく基盤確立事業実施計

画の認定等を受けている場合、採択に当たって適切な配慮をするものとする。 

１ 事業実施計画の内容が、第５の成果目標に沿っていること。 

２ 取組の内容が当該事業の趣旨に合致したものであること。 

３ 整備を予定している施設等が、第５の成果目標の達成に直結するものであるこ

と。 

４ 整備を予定している施設等の能力・規模が、応募主体の規模や過去の業績等か

らみて適正であること。 

５ 本事業により、地域の生乳需給や集送乳の合理化等に支障を来たさないことが

確実であること。 

６ 本事業に取り組む乳業工場における１日当たり生乳処理量が２トン以上であ

ること。 

 

第５ 成果目標及び目標年度 

成果目標及び目標年度は、次に掲げるとおりとする。 

１ 成果目標 

成果目標は、本事業に取り組む工場における転換後の乳製品の製造量の 10％

以上の増加とする。 

２ 目標年度 

本事業の目標年度は、事業実施年度から３年度以内とする。 

 

第６ 事業実施計画書等の作成 

１ 応募主体は事業実施計画書（様式４－３－１）及び機能強化計画書（様式４－

３－２）を作成し、地方農政局長等に提出することとする。 

２ 機能強化計画書の計画期間は３年度以内とする。 

 

第７ 補助対象経費 

１ 製造ラインの転換 

補助対象経費は、輸入品との競合が見込まれる品目から今後の需要増が見込ま

れる品目への転換に必要な次に掲げる設備の廃棄及びこれと一体的に実施する整

備等に要する経費とする。 



なお、設備の廃棄等を実施する工場と整備を実施する工場は、必ずしも同一で

なくてもよいものとする。 

また、廃棄に係る乳製品製造設備等を売却して得た対価（当該売却に係る経費

を控除した額をいい、事業実施計画が作成されている場合にあっては、作成され

た日から本事業に係る補助金の交付決定を受けた日までに売却して得た額を含

む。）については、これを補助対象経費から控除する。 

（１）機械器具設備 

計量、保管・貯蔵、製造、搬送、洗浄、電気・動力、配管、排水・汚水処理、

ボイラー、換気・空調、その他乳製品の製造に必要な機械 

（２）設計費等 

機械器具設備等の廃棄・整備に係る設計費及び諸経費 

２ 廃棄設備の残余財産相当額の補填 

（１）補助対象は、１の（１）に掲げる設備等（取得年月が明らかであって、その

取得価額が単価 20 万円以上のものに限る。以下同じ。）を廃棄する際に、当該

施設等について、耐用年数に応じて旧定率法又は定率法により減価償却を行っ

た場合の当該施設等の未償却分の残余財産相当額（以下「残余財産相当額」と

いう。以下同じ。）とする。ただし、耐用年数を超えている設備等は対象としな

い。 

（２）個人において使用され、又は法人において本事業の用に供された中古資産に

ついては、当該工場等において（１）の耐用年数以上に設定されている設備等

であり、かつ、（１）の要件を満たすものに限り、補助対象とすることができる。 

（３）補助対象経費の算出に当たっては、次の点に留意するものとする。 

ア （１）又は（２）の設備等（以下「対象設備等」という。）を取得した営業年

度（対象廃棄設備の営業年度又は事業年度等をいう。以下同じ。）における当

該対象設備等の減価償却額は、当該対象設備等を取得した月にかかわらず、

当該営業年度の期首にこれを取得したものとみなして算出するものとする。 

イ 本事業により廃棄する製造ラインにおいて、対象設備等と当該対象設備等

に関する資本的支出に係る部分とをそれぞれ別個の減価償却資産として財産

管理台帳等に掲載し、それぞれについて別個に減価償却を行っている場合に

あっては、本体である当該対象設備等が耐用年数を超えているときは、当該

資本的支出に係る部分の残余財産相当額については、補助対象とはしない。 

ウ 対象設備等について、資本的支出がなされ、当該対象設備等が耐用年数の

期間内である場合には、当該対象設備等とその資本的支出に係る部分とをそ

れぞれ別個の減価償却資産として区分し、それぞれについて（１）、（２）並

びに（３）のア及びイの規定に留意して補助対象経費を算出するものとする。 


